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―新潟県の事例― 
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有本寛 †

2009 年 12 月 1 日 

 

 

要旨 
 本稿は，新潟県の農業集落レベルのパネルデータ（1990 年，2000 年）を利用して，区画整理

が農地利用の改善と流動化に与えた影響を定量的に評価した．その結果，区画整備地率が高い

集落ほど耕作放棄地率が低く，農地貸借や作業受委託が活発であることが確認された．1990 年

から 2000 年の間に区画整理が実施された集落は，区画整理が未実施の集落のなかでも傾斜や

DID 旧市町村への距離などの点で相対的に条件の良い集落であった．このような集落条件の違

いを揃えるため，傾向スコアマッチングによる「差の差」の推定によって事業の効果を測定し

た．推定の結果，区画整理の実施が耕作放棄地率の悪化を緩和し，作業受委託を促進すること

が分かった．集落の条件別でみると，条件が良い集落では作業受委託の拡大に対する事業効果

が大きい一方で，条件が悪い集落では事業が離農を促し，担い手への農地の集積が進みつつあ

る可能性を示唆する結果が得られた． 
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部，農地計画課の皆様，伊藤順一，川崎賢太郎，塚田和也各氏より有益なコメントを頂いた．記して感謝した
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1. はじめに 

 今日の日本農業は，耕地面積の減少や耕作放棄地の増加にみられる農地利用の停滞，農業従

事者の高齢化，農業収益の低迷などの農業構造の脆弱化が進んでいる（農林水産省，2008）．そ

の原因のひとつが農地の零細性である．日本の農家 1 戸当たりの農地面積は 1.8ha であり，ア

メリカ（180.2ha）の約 99 分の 1，EU（16.9ha）の 9 分の 1，オーストラリア（3423.8ha）の 1902
分の 1 と，その零細性は際立っている（農林水産省，2008：p.16）．さらに，農地の分散性も著

しい．農林水産省の調査によれば，調査対象となった 202 の担い手は平均で 14.8ha の経営面積

を 28.5 団地に分散して保有しており，それらの農地間の最大距離は 3.7km にも及ぶ（農林水産

省，2008：p.33）．このような農地の零細性と分散性は，日本だけではなく世界各地でも観察さ

れる．中国，ベトナム，インドなどの東アジアや東南・南アジア地域では人口増加や分割相続

によって零細化と分散化が進み，中央・東ヨーロッパなどの旧共産圏ではソ連崩壊後に国有地

を国民に平等に分割譲渡したことがこの問題の原因となったとされる（Heston and Kumar, 1983; 
Niroula and Thapa, 2005; Ram, Tsunekawa, Sahad and Miyazaki, 1999; Sikor, Muller and Stahl, 2009; 

Tan, Heernik, and Qu, 2006）． 
 農地の零細性と分散性は，機械の利用を妨げたり，移動や労働時間を増やしたりすることで，

農業経営の効率化を阻害し，農業の産業としての発展に支障を来す．日本では，耕地分散が生

産費を増大させており，耕地分散の悪化を伴わない形での規模拡大であれば，従来規模の経済

性がはたらく上限とされていた 5ha 程度以上であってもそれが機能することが明らかにされて

いる（川崎，2009）．耕地の分散性に伴う非効率性はバングラデシュ（Rahman and Rahman, 2008），
ルワンダ（Bizimana, Nieuwoudt and Ferrer, 2004），ベトナム（Hung, MacAulay and Marsh, 2007），
中国（Chen, Huffman and Rozelle, 2009; Nguyen, Cheng and Findlay, 1996; Wan and Cheung, 2001），
ヨルダン（Jabarn and Epplin, 1994）など各地で報告されており，農地の零細性と分散性の解消

が農業部門の成長にとって極めて重要であることが認識されつつある． 
 以上の問題を解決するための手段として交換分合や圃場整備が各地で実施されている

（Pasakarnis and Maliene, forthcoming; Thomas 2006; Vitikainen, 2004 など）．日本では，「土地改良

長期計画」（平成 20 年 12 月 26 日閣議決定）において，「効率的かつ安定的な経営体の育成と質

の高い農地利用集積」が政策目標として設定され，その実現手段として圃場整備事業が実施さ

れている．圃場整備とは，「小さな面積で分散した不整形な農地を集め，形を整え，あわせて用

水路や排水路，農道などを総合的に整備することにより，大型機械の導入を可能にし，農業の

生産性を向上させるもの」（農林水産省農村振興局，2005a）である．平成 21 年度農林水産予算

の一般公共事業費 9,760 億円のうち約 6 割の 5,772 億円が農業農村整備事業費であり，このうち

1,307 億円が特に農地の整理に充てられ，予算規模としても大きい． 
 圃場整備の効果として，経営レベルでは農業生産性の向上，労働時間の短縮，生産コストの
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削減 1などが期待されるが，近年の日本では地域レベルの効果として農地流動化の促進や担い

手の育成，面的集積が重視されている．圃場整備事業が農地流動化や面的集積をもたらし，耕

作放棄の抑制や作付率の向上にみられる農地利用の活性化に繋がる理由として，さしあたり次

の 4 点が挙げられよう．第 1 に，圃場の整形や大区画化，団地化によって耕作条件が改善され，

生産性が向上するため，借入需要が増える 2

 本稿の目的は，圃場整備事業のうち特に区画整理が農地利用の改善や流動化に与える影響を

定量的に評価することである．そこで，本稿は新潟県を事例とし，農業集落レベルのパネルデ

ータを用いて，定量的な政策評価（インパクト評価，プログラム評価）で一般的に用いられる

「差の差」の推定によって区画整理の効果を測定する．すなわち，評価対象とする成果指標の

事業実施前後の変化を，区画整理が実施された集落（処置群）と実施されなかった集落（対照

群）の間で比較し，そこに有意差があるかどうかを検証する．さらに，事業実施の選別問題に

対応するために，処置群の集落とよく似た特徴を持つ対照群の集落をマッチさせて「差の差」

を算出する，マッチングによる推定もおこなう．新潟県を取り上げるのは，国内有数の米生産

地でありながら基盤整備が遅れていたことを背景に，近年集中的に整備が進められており，事

業効果の測定に適しているからである．「第 4 次土地利用基盤整備基本調査」によると，2001
年 3 月末現在の基盤整備率（田）の全国平均が 57.4%であるのに対して，新潟県は 50.3%にと

どまっている．こうした遅れのためか，1993 年（「第 3 次土地利用基盤整備基本調査」時）か

ら 2001 年にかけての整備済面積の増加は 14,751ha と全国一の伸びとなっている． 

．第 2 に，圃場整備によって土地の質が均質化し，

農地に対する情報の非対称性が緩和されるため，借入がしやすくなる．第 3 に，工事や換地に

よって土地に対する執着心が薄れて，貸付への忌避感が軽減される（國光，2008: p.106）．第 4
に，圃場整備事業には，一定以上の流動化と担い手への集積が達成できた場合に事業費の公的

な補助が増額されるソフト事業が付随することがあり，この条件をクリアするために農地の流

動化が一気に進むことがある（農業研究センター，1996）．さらに副次的な効果として，圃場整

備は地域の農地利用や農地集積を考えるきっかけや「場」を創り出すことも指摘されている（安

藤，2003：pp.125-6）．以上のように，圃場整備事業は農地利用の改善や流動化に寄与すると考

えられるが，これまでのところ，その効果の体系的な測定は行われていない．また，集落の条

件（例えば傾斜や中山間地域か否か）によって，効果の大きさも異なるであろう．圃場整備事

業が農地利用や流動化に与える影響を測定し，その有効性を評価することで，農地の零細性・

分散性に起因する問題の解決に向けた有益な知見が得られると考えられる． 

 圃場整備事業の効果を計量的に検証した先行研究としては，竹谷（1986），中嶋（1996），近

藤（1998），木南・木南（2005），國光（2008）などが挙げられる 3

                                                        
1 川崎（2009：p.18）によれば，区画整理地率が 80%以上になると効率性が高まり，費用が削減される． 

．近藤（1998）は農家レベ

ルのアンケート調査に基づき，圃場整備に対する農家の評価の要因が労働節約効果にあったこ

2 逆に言えば，圃場整備が実施されていない農地は借り手がつきにくくなっている． 
3 他に農林水産省自身による評価として，農林水産省農村振興局（2005b）がある． 
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とを示している．木南・木南（2005）は，新潟県の市町村別パネルデータを用いて，土地改良

が生産農業所得に与えた効果を計量的に検証している．本稿の関心にもっとも近い國光（2008：
第 5 章）は，仮想的な農地の貸借市場を想定し，農家へのアンケート調査をもとに圃場整備前

後の農地貸出・借入関数を推定し，圃場整備が小規模農家の自作化と地代の上昇という効果を

もたらす一方で，借り手である大規模農家がそれを上回る借入を行い，総合的には農地利用の

集積が促進されるという分析結果を報告している．國光（2008：第 5 章）が農家を分析単位と

して，区画整理に対する農家の行動（反応）を分析しているのに対して，本稿は農業集落を分

析単位とし，農家の反応はともかく，区画整理が農地利用と流動化に与えた影響（帰結）を地

域的に捉えて測定する．本稿のアプローチは農家の行動を解明することはできないが，区画整

理とその地域的な帰結の関係を直接分析するには適している．一方，竹谷（1986）は，1980 年

センサスの結果を用いて，圃場整備と農地流動化の関係を地域的視点から計量的に検討してい

る．竹谷（1986）が府県，市町村単位のクロスセクション分析であるのに対して，本稿は農業

集落レベルに解像度を上げ，さらにパネルデータの特性を活かした分析を行う． 
 本稿の構成は以下の通りである，第 2 節ではデータと変数について説明する．第 3 節では，

区画整理の効果の測定方法を説明する．第 4 節では，1990 年と 2000 年のデータを用いたクロ

スセクション分析（プーリング推計），差分推計，「差の差」の推計，マッチング推計，および

集落属性ごとの事業効果に関する分析の結果を示す．第 5 節で結論と残された課題を提示する． 
 
 

2. データ 

 分析の観察単位は農業集落である．データは，新潟県の『2000 年世界農林業センサス・農業

集落カード』を用いる．このデータには，新潟県内のすべての農業集落について，基本指標，

戸数，人口，土地，家畜，請負わせ・請負い，農用機械，立地条件，農業生産，農業集落の慣

行，地域・環境資源，生活環境，地域の諸組織，交流事業に関する情報が収録されており，主

要な農業関連指標については，1970，75，80，85，90，95，2000 年の経年データが含まれる 4

 分析に用いる諸変数の定義および記述統計は，表 1 のとおりである．圃場整備事業の実施に

関する指標として用いるのは，区画整理地率（＝区画整理面積／耕地面積）

．

分析は，区画整理に関するデータが得られる 1990 年と 2000 年を対象とする． 

5および，1990 年

から 2000 年の間に「一定の」区画整地が実施されたか否かを示すダミー変数である 6

                                                        
4 農業集落カードを利用し，農業集落レベルで経年的な変化についての計量分析を行った研究としては，橋詰

（2004）． 

．ここで

5 耕地面積は「農業集落の精通者の知見に基づき，農業集落の範囲内にある耕地を聞き取った面積」であり，

属地統計である． 
6 耕地面積および区画整理面積は「農業集落調査」に基づいている．『2000 年世界農林業センサス・農業集落
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いう区画整理は，「農業構造改善事業又は土地改良事業等によるもので，事業の実施主体が国，

都道府県，市町村，土地改良区及び農協などの他，個人で実施した整備事業（数戸共同で実施

する場合を含む．）も含」むものであり，必ずしも 30a以上の区画とは限らない．1990 年から

2000 年の間に「一定の」区画整地が実施されたか否かの判断基準は，（1）2000 年の区画整理地

面積が 1990 年よりも大きく，かつ（2）区画整理地率が 25%ポイント以上増加していること 7，

とした（以下，「区画整理を実施」という場合は，すべてこの基準に基づいている）．区画整理

地率を使わない理由は，（1）区画整理がおこなわれなかったとしても，耕地面積が減少してい

れば区画整理地率が上がり，（2）区画整理がおこなわれたとしても，その面積以上に耕地面積

が減少していれば区画整理地率が下がるため，区画整理の実施の有無を正確には判断できない

からである 8

 区画整理の成果として，本稿は農地利用と流動化を対象とする．農地利用の指標には，耕作

放棄地率と作付率

． 

9

 

を用いる．農地流動化は，農地貸借の展開を示す借入耕地率，貸付耕地率

に加えて農作業受託地率（全作業，耕起・代かき，田植え，稲刈り・脱穀）も指標とする．全

作業受委託以外の部分作業委託は，厳密には農地の流動化とは言えないが，作業レベルでは集

積といえるし，機械作業を委託することで農業機械費用の削減による経営効率化を見込めるこ

とから事業の目的に合致する．よって，作業受委託も広義の流動化として扱うことにする．な

お，以上の農地利用と流動化の指標については，『農林業センサス』のデータが集落ごとの属地

統計ではなく，農家ごとの属人統計をその農家が居住する集落ごとに集計していることに留保

が必要である．このため，ある農家が居住集落外で出作をおこなっている場合には，居住集落

で区画整理が実施されたとしてもその影響は反映されにくい．最後に，農地の集積と担い手の

育成に関連して，経営規模 2ha以上農家率も検討の対象とする． 

 

3. 事業効果の測定方法 

 1)事業効果 

 本稿で測定する区画整理の効果は，事業を実施した集落（処置群）に対する平均処置効果

                                                                                                                                                                         
カード』には 2000 年のデータしか収録されていないため，1990 年のデータは別途『1990 年世界農林業センサ

ス・農業集落カード』から採取し，結合した．1990 年と 2000 年の「農業集落調査」個票をマッチングさせた

研究としては，橋詰（2006）がある． 
7 25%ポイントという基準は，農地利用は流動化の改善には区画整理が一定程度面的に実施される必要がある

ことを踏まえたものである． 
8 実際，全 4681 集落のうち区画整理地率が上昇した集落は 1637（35.0%）あるが，このうち 402 集落（24.5%）

では，区画整理地面積は変化がないか減少しており，耕地面積が減少したために区画整理地率が上昇している． 
9 なお，区画整理事業の実施要件として転作の遵守が課せられることがあるが，ここでの作付率はコメ以外の

品目も含むので，転作による大豆や麦の作付けを農地利用の低下として捉えるおそれはない． 



6 
 

（average treatment-effect-on-the-treated: ATT）である． iy1 を集落 i が区画整理を実施したときの

成果指標， iy0 を区画整理を実施しなかったときの成果指標， iD を区画整理を実施した場合に

1，それ以外は 0 をとるダミー変数とすると，処置群に対する平均処置効果は 

 ( )101 =−= iii DyyEATT      （1） 

で表される．すなわち，事業を実施した集落が，仮に事業を実施しなかったときと比較した場

合に，平均するとどれぐらい成果指標に差がみられるかを特定する．しかし，ある集落につい

て，事業を実施したときの成果指標と実施しなかったときの成果指標を同時には観察できない．

よって，いかに「事業を実施しなかったときの成果指標」を設定するかがインパクト評価上の

課題となる．本稿では，下記に示す 4 つの方法で評価をおこなう． 
 区画整理のインパクト評価は，一般的なそれと異なる点が 2 つある．第 1 の違いは，区画整

理地率でみた場合，「処置」が実施の有無という二値的な変数ではなく連続であることである．

これは，連続な区画整理地率を説明変数としたパネルデータ分析をおこなうと同時に，事業実

施の有無を表すダミー変数を用いる場合でも，その定義を変えて感応度分析をおこなうことで

対処する． 
 第 2 の相違点は，例えば区画整理地率が 20%の集落に対して，新たに事業を実施して 60%に

向上させるというように「処置」を追加できることである．この場合，過去の「処置」（20%）

による長期的な効果と，新たに「追加」された事業の効果（40%の向上）との識別が困難とな

る．実際，区画整理が農地利用や流動化にもたらす効果には，瞬発的な短期的効果と長期的な

効果があると考えられる．短期的効果は，事業の実施にあたって農家が離農や貸借・委託を決

意したり，担い手育成支援事業の選定条件を満たしたりするために，一気に農地の流動化や集

積が進むことを織り込むであろう．これに対して長期的な効果は，農地が整備してあるという

条件が整っているほど，農地の貸借や作業受委託を思い立ったときに受け手を見つけやすく，

実際の流動化が実現しやすいという効果を反映するだろう．こうした短期的効果と長期的効果

の測定と識別は興味深い問題であるが，本稿で利用するデータでは区画整理地率に関するデー

タが 2 時点しかないため検証が困難であり，今後の課題としたい． 
 もし過去の区画整理の効果が長期に渡って発揮されるとすれば，対照群も（過去に）「処置」

を受けているため，処置群の比較対照として適切ではなくなるという問題が派生的に生じる．

1990 年から 2000 年の間に区画整理を実施しなかった対照群の 1990 年時点での区画整理地率は

76.4%であり，処置群の 15.2%と比べて 61.2%ポイント高い（ p 値<0.001）．つまり，対照群の

集落は 1990 年以降に区画整理が実施されなかったというよりは，既におおかた実施されていた

のである．よって，対照群で過去の「処置」の効果が発揮されている場合，処置群と対照群を

単純に比較した場合，処置効果は過少に推定される．この問題の対処については後述する． 



7 
 

 

 2）測定方法 

 本稿では以下の 4 つの方法で，（1）式で表される区画整理の効果（ATT）を測定する． 
 第 1 の方法は，すべての集落をプールし，成果指標を区画整理地率と集落属性変数で回帰す

るプーリング推定である．推定式は， 

 ittititit xdy εδγβα ++++=     （2） 

で表される．ただし， ity は t 年における集落 i の成果指標， itd は区画整理地率， itx は集落属

性， tδ は年次固定効果， itε は誤差項である．この方法はクロスセクションの変動を使って，

事業効果を測定するため，集落間で観察不可能な欠落変数がある場合は，事業効果の推定値は

バイアスを持つ． 
 第 2 の方法は，各集落について 1990 年と 2000 年の差分をとる差分推定であり，推定式は以

下のようになる： 

 iiii xdy εγβα ∆+∆+∆+=∆     （3） 

ただし，∆は 1990 年から 2000 年にかけての変化を表す．集落ごとに差分をとり，時系列方向

の変動を利用するため，プーリング推定における観察不可能な欠落変数に起因するバイアスの

うち，時間を通じて不変な影響によるものは除去される． 
 以上のプーリング推定と差分推定では，説明変数として区画整理地率を用いるため，先に述

べたような理由から事業実施を正確に捉えていないという問題を抱えている．そこで，第 3 お

よび第 4 の方法では，事業実施の指標として区画整理の実施の有無を表す区画整理ダミーを用

いる． 
 第 3 の方法として，処置群と対照群の間で事業実施前（1990 年）と実施後（2000 年）の農地

利用と流動化に対する変化を比較し，区画整理の効果を測る「差の差（difference-in-differences: 
DID））」推定を採用する．推定式は 

 iiii xDy εγβα ∆+∆++=∆     （4） 

である．係数α が対照群の成果指標の 1990 年から 2000 年の変化を表し，区画整理ダミーの係

数β が処置群の変化の，対照群の変化との差（「差の差」）を表す． 

 ところで，区画整理の実施は無作為ではなく，集落条件や農家の総意などに依存して内生的

に決まっている可能性が高い．そこで第 4 の方法として，処置群の農業集落それぞれに対して

対照群のなかから特徴のよく似た農業集落をマッチさせて事業実施前後の変化を比較するマッ
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チング推定をおこなう（Rosenbaum and Rubin, 1983; Heckman, Ichimura and Todd, 1997）10

 最後に留意を要するのは，本稿では 1990 年から 2000 年の間に事業を実施したか否かを指標

とするため，事業実施からの経過年数に最大 10 年近い開きが生じることである．つまり，各事

業の実施年度のデータが得られないため，事業からの経過年数をコントロールすることができ

ず，1991 年に完了した事業と 1999 年に完了した事業の効果を区別なく評価してしまう．よっ

て，本稿で測定される事業効果は，経過年数 1 年から 9 年までのそれぞれの効果を平均したも

のである． 

．マッ

チング推定にはさまざまな方法があるが，本稿では，nearest-neighbor，kernel，local linearの 3
つのマッチングをおこなう． 

 
 

4. 結果：区画整理の効果 

 1)区画整理地率と農地利用および流動化 

 まず，区画整理地率を事業実施の指標として，区画整理と農地利用および流動化の相関関係

を定量的に検証する．表 2 パネルAは，1990 年と 2000 年のデータをプールし，（2）式をOLS
で回帰した推定結果である．被説明変数は農地利用および流動化の各指標であり，これらを区

画整地率，傾斜，農業地域類型，DID旧市町村までの距離，都市計画区域，農業振興地域，兼

業農家率，農業就業人口 65 歳以上比率，農家戸数，および 2000 年ダミーで回帰する 11

 表 2 パネル B は，集落ごとに 1990 年と 2000 年の差分をとった（3）式を OLS で回帰した差

分推定（2 期データのため固定効果推定と同じ）の結果である．よって，ここでは区画整理地

率と成果指標の時間的な変化の関係をみていることになる．説明変数には，区画整理地率の差

分の他に，時間を通じて変化する兼業農家率，農業就業人口 65 歳以上比率，農家戸数の差分も

加えてある．2 行目は，初期時点の区画整理地率の影響を取り除くために，1990 年時点の区画

．全体

的に，区画整理地率が高い集落ほど農地利用と流動化が進んでいる傾向がみられる．区画整理

地率が高いほど，耕作放棄地率は有意に低く，貸付耕地率や作業受託地率も高い．経営規模 2ha
以上の農家の比率も高くなっている．その他の説明変数の係数の符号もおおむね妥当な結果と

なっている．傾斜がより急であったり，山がちであったりといった条件が不利な集落では耕作

放棄地率が高く，大規模農家の比率は低い．逆に，作業受委託は平坦地よりも緩傾斜地で展開

している．兼業農家率が高い集落では，作業受委託は進展している反面，大規模農家の比率は

低い．また，高齢化が進んでいる集落では農地利用が低迷している． 

                                                        
10 マッチングによる政策評価のサーベイとしては Todd (2008)，Caliendo and Kopeinig (2008)などを参照． 
11 被説明変数の間では，特に農地貸借（借入，貸付耕地率）と作業受委託の間に代替関係があると考えられる．

しかし，2000 年データで単相関をみた限りでは，逆に借入耕地率と各種の作業受託地率で，5％水準で有意な

正の相関がみられた．ただし，相関係数の大きさはせいぜい 0.1 であり，強い相関ではない． 
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整理地率も説明変数に含めた推計結果である．3 行目は，1990 年時点で区画整理地率が 0 の集

落のみを対象とした．順に係数の絶対値は大きくなる傾向が観察でき，過去の「処置」の長期

的効果によって，区画整理の効果が過小推定されていることが示唆される．推計によって係数

の符号や統計的有意性に相違があるが，区画整理地率が上がった集落では作業受託地率（耕起・

代かき，田植え）が上がる傾向があり，農地の借入も進んだ可能性が高い． 
 以上の結果を総合すると，クロスセクションでみると，区画整理が進んでいる集落では農地

利用や流動化の度合いが高く，時系列方向でみても区画整理地率が上がった集落では作業受委

託を中心とした流動化が進んだ傾向が確認された．しかし，農地利用と流動化の進展の原因を

ただちに区画整理に帰することはできない．なぜなら，もともと農地利用や流動化の度合いが

高かった，あるいは高まりやすい集落で区画整理が積極的に進められた可能性があるし，区画

整理地率は先に述べたように，必ずしも区画整理の実施を正確に反映しているとは限らないか

らである．また，区画整理地率の変化がそれほどないことも，係数の標準誤差を大きくしてい

る可能性がある 12

 

．そこで，次節ではこれらの問題点に留意し，「差の差」の推定によって区画

整理の効果を検証する． 

 2）「差の差」推定 

 以下では，事業実施の指標として，1990 年から 2000 年の間に区画整理地面積が増え，かつ

区画整理地率が 25%ポイント以上増えた場合に 1，それ以外は 0 をとる区画整理ダミーを用い

る．また，先に述べたように事業を実施しなかった集落は平均的に区画整理地率が高く，すで

に「処置」済みの集落が多い．対照群で過去の「処置」効果が長期的に発揮される場合は，処

置群の事業効果が過少に推定されることから，以下では分析対象とする農業集落を 1990 年時点

で区画整理地率が 0 であり，かつ 2000 年の区画整理地率が判明する 1094 集落に限定する 13．

このように分析対象を限定することで，処置群も対照群も「処置」については初期時点で同条

件となり，まったく区画整理が行われていない集落に新規に事業を実施することの効果を測定

できる． 1990 年時点で区画整理が未実施の 1094 集落のうち，2000 年までに区画整理をおこな

った 496 集落が処置群であり，残りの 598 集落が対照群である．ただし，このように限定した

集落は，1990 年時点で一部でも区画整理が実施されていた集落に比べて傾斜が急で中山間地域

の集落も多く，条件が相対的に不利である 14

                                                        
12 実際，1990 年時点で区画整理地率のデータが得られる 4780 集落のうち 1694 集落は 1990 年段階で区画整理

地率が 1 であり，2000 年も同水準を維持しているため，区画整理地率の変化は 0 である． 

．このようなサンプルの偏りが分析結果に与える

13 サンプルを限定したとしても，事業を実施した 812 集落のうち 496 集落（61.1%）は 1990 年時点で区画整理

地率が 0 であり，事業実施集落の過半は確保している． 
14 1990 年時点で区画整理が未実施の集落群と，一部でも実施されていた集落群それぞれにおいて，集落が急傾

斜地である割合は 41.4%と 11.0%，中間農業地域である割合は 53.9%と 34.5%，山間農業地域である割合は 14.3%

と 9.0%である（すべて p 値<0.001）． 
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含意については，第 5 節で議論する． 
 （4）式に示した「差の差」の OLS 推定の結果を表 3 パネル A，B に示す．定数項は，対照

群の 1990 年から 2000 年の被説明変数の変化を表し，区画整理ダミーの係数は処置群の 1990
年から 2000 年の変化の，対照群のそれとの差である．したがって，処置群の 1990 年から 2000
年の変化は，定数項の係数に区画整理ダミーの係数を加えたものとなる． 
 パネル A は，区画整理ダミーのみを説明変数とした推定の結果であり，各成果指標について

処置群と対照群それぞれの 2 時点間の変化を単純に平均した生の「差の差」である．区画整理

ダミーの係数の符号をみると，耕作放棄地率で負，貸付耕地率で正，作業受託地率（耕起・代

かき，田植え）で正で有意となっている． 
 図 1 に，この結果に基づいた 1990 年と 2000 年両時点の各指標の平均を処置群と対照群に分

けて示す．農地利用は，耕作放棄地率と作付率ともに悪化の傾向にある．耕作放棄地率は 1990
年時点で既に処置群の方が状況は良かった．処置群でも耕作放棄地率は悪化しているものの，

その進行度は対照群に比べると遅い．ただし，作付率は逆に処置群の方がもともと低く，区画

整理を経てさらに悪化している．農地貸借は，経年的には拡大の傾向にある．処置群の方が上

昇の幅が大きく，特に貸付耕地率で顕著である．作業受託も広がっている．いずれの作業にお

いても，もともと処置群の方が対照群に比べて作業受託地率が高かったが，区画整理の実施を

経てさらに広がりをみせており，対照群の変化に比べて作業によって 0.8 から 2.4%ポイントの

差をつけた上昇をみせている． 
 表 3 パネル A および図 1 では，成果指標の変化を説明する要因を区画整理の実施以外はコン

トロールしていない．表 3 パネル B では時間を通じて変化する変数（兼業農家率，農業就業人

口 65 歳以上比率，農家戸数）の差分を説明変数に加えた．これらの説明変数を追加しても，区

画整理ダミーの係数の符号や大きさ，統計的有意性に大きな変化は生じなかった． 
 
 3）マッチング推定 

 処置群と対照群の特徴の違いを明らかにするために，初期時点（1990 年時点）における農地

利用や流動化の状況，および集落属性を比較した（表 4）．その結果，処置群は 1990 年段階で

は区画整理が未実施であったという点で対照群と同条件であったにも関わらず，農地利用や流

動化が進展しており，かつ条件も良いことが判明した．農地利用と流動化の状況からみると，

処置群の耕作放棄地率は 4.8%で，対照群の 10.9%と比べて 6.1%ポイント低く，その差は 1%水

準で統計的に有意である．耕作放棄地率でみれば，処置群は区画整理が実施される以前から農

地の有効利用がなされていたといえる（ただし作付率は処置群の方が対照群よりも 0.7%ポイン

ト低い）．農地の流動化をみると，貸付耕地率と（全作業受託を除く）作業受委託のいずれにお

いても，差の大きさはせいぜい 1.4%ポイントと大きくはないものの処置群の方が高く，有意差

がある．また，大規模農家の比率も処置群の方が顕著に高い（差は 13.4%ポイント）．処置群と

対照群の間で集落属性を比較すると，処置群は全体的に傾斜が緩く，平地農業地域が多く，DID
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旧市町村にも近い．集落属性別の処置率（事業実施率）でもこうした傾向が確認できる（表 5）． 
 以上より，処置群は対照群よりも事業実施前から農地利用や流動化が進んでおり，かつ条件

も良いことが分かった．もし，耕作条件の良さ，農地利用や流動化，事業の実施の間に正の相

関があれば，区画整理の効果は過大に評価されることになる．よって，事業の効果をより正確

に測定するために「差の差」のマッチング推定をおこなう．マッチングは，nearest-neighbor，
kernel，local linear の 3 通りの方法を用いる． 
 マッチングに用いた変数は集落属性変数と 9 つの成果指標の 1990 年値である．Kernel および

local linear マッチングの傾向スコアは probit モデルによって推定する．各説明変数の平均で評

価した限界効果の推定値を表 6 に示す．列（1）は，説明変数として集落属性変数を用い，列（2）
はさらに 9 つの成果指標の 1990 年値を加えた．傾斜地や DID 旧市町村から遠い集落では事業

実施の確率が低く，農業振興地域では事業実施確率が高い．また，1990 年時点で農地利用が低

迷していた集落では実施確率が低く，農地の貸し付けや作業受委託が盛んで，大規模経営の比

率が高い集落ほど実施確率が高い．やはり，事業が未実施の集落のなかであっても，条件が相

対的によい集落から区画整理がおこなわれたことがうかがえる．どちらのモデルの傾向スコア

によるマッチングであっても「差の差」の推定結果に質的な違いはないため，以下では列（2）
に基づくマッチング推定の結果を報告する． 
 Nearest-neighborマッチングは，Abadie and Imbens (2002)に従い，処置群の各集落に対して対

照群から集落属性がもっとも近い 4 つの集落をマッチさせる 15．標準誤差は，Abadie and Imbens 
(2002)のvariance estimatorである．Abadie and Imbens (2002)によって提案されたbias-corrected 
estimatorの推計もおこなう．Kernelおよびlocal linearマッチングのカーネル関数はepanechnikov 
kernelを用い，bandwidthは 0.6 とした 16

 表 3 パネル C に区画整理の処置効果のマッチング推定値を示す．区画整理ダミーの符号は，

マッチング方法に関わらず一定であるが，統計的有意性はマッチング方法によって異なる結果

となった．作業受託地率（耕起・代かき）は，マッチング法にかかわらず正で有意であり，区

画整理の実施によって 2.4 から 3.1%ポイント上昇したという結果である．耕作放棄地率も 4 つ

のマッチング推定結果のうち 3 つにおいて負で有意な係数が得られており，区画整理が耕作放

．標準誤差は 50 回反復のブートスラップ法で求める．

以上のマッチング推計では，すべてcommon supportを満たすサンプルのみを推計に用いた．マ

ッチング後の集落属性のバランスを確認するために，事業実施前（1990 年時点）の成果指標と

集落属性変数に対する区画整理の「処置」効果を推定した．表 7 の結果に依れば，nearest neighbor
とkernelマッチングでは多くの変数で有意差が検出されバランシングに成功していないものの，

bias-corrected nearest neighborおよびlocal linearマッチングではそれなりにバランスしていると

いえるだろう． 

                                                        
15 推計は Stata の nnmatch コマンドでおこなった． 
16 Bandwidth を 0.02，0.4，0.8 で試したが，結果に質的な差は生じなかった． 
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棄の悪化に歯止めをかける効果があったことがうかがえる．貸付地率および作業受託地率（田

植え）も事業によって向上した可能性が高い． 
 以上をまとめると，手法によって，統計的有意性や係数の大きさに若干の差は生じたものの，

全体的な傾向としては一貫した結果が得られた．すなわち，区画整理の実施は耕作放棄地率の

悪化を緩和する一方で，農地の貸付や作業受委託を拡大させるといえる．ただし，対照群と比

較した場合の効果の大きさは必ずしも大きくなく，最大でもせいぜい 3%ポイント程度である．

なお，やや気になる結果として，統計的に有意ではないものの処置群の方が作付率の低下が進

んでいる傾向が一貫して観察されている．ひとつの解釈としては，区画整理の結果，耕作を継

続する耕地としない耕地の選別が進んだことが考えられる 17

 
． 

 4）集落属性による区画整理の効果の違い 

 最後に，区画整理の効果が傾斜または農業地域類型によってどのように異なるのかを検証す

る．具体的には，（4）式の「差の差」の推計式に，区画整理ダミーと傾斜または農業地域類型

ダミーの交差項を入れた次の推定式を OLS で回帰する： 

 iiiiiii xzzDDy εγβββα ∆+∆++++=∆ 321    （5） 

ただし， iz は傾斜または農業地域類型ダミーである．時間を通じて変化する変数（兼業農家率，

農業就業人口 65 歳以上比率，農家戸数）の差分も説明変数に加えてある． 
 表 8 に結果を示す．パネル A は傾斜ダミーを交差させた結果である．傾斜地では，作業受委

託の展開に対する区画整理の効果が参照カテゴリーである平坦地と比べて有意に小さいことが

確認できる．しかし一方で，大規模経営比率に対する効果は大きい．農業地域類型ダミーを交

差させたパネル B の結果も同様の傾向を示している．区画整理の効果は，やはり耕作条件が良

い集落で発揮されやすいといえよう．ただし，借入地率は山間農業地域でもっとも効果が大き

く，統計的に有意でないものの，経営規模 2ha 以上農家率についても条件が不利な集落でより

大きな効果がみられる．条件不利地では，区画整理が作業受委託の拡大ではなく，農家の離農

の促進を通した担い手への集積が進んでいる可能性が示唆される． 
 
 

5. 結論と考察 

 本稿は，新潟県の農業集落を対象に，区画整理が農地利用と流動化に与えた影響を検証した．

得られた結果を要約すると次の通りになる．第 1 に，区画整備地率が高い集落ほど，農地利用

や流動化が活発な傾向があることが確認された．第 2 に，1990 年時点で区画整理がまったく実

                                                        
17 この解釈は，新潟県農地部の皆様にご教示頂いた． 
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施されていなかった農業集落のうち，1990年から 2000年の間に区画整理が実施された集落は，

傾斜や DID 旧市町村への距離などの点で相対的に条件の良い集落であった．第 3 に，「差の差」

の推定および，「差の差」のマッチング推定の結果，区画整理の実施が耕作放棄地率の悪化を緩

和するとともに，作業受委託を促進する効果が確認できた．さらに，農地の貸付の拡大にも寄

与した可能性が高い．第 4 に，作業受委託の拡大に対する事業効果は，傾斜が緩く平地で条件

の良い集落の方が大きい傾向が確認された．条件が不利な集落では，統計的にはあまり有意で

はないものの，事業の実施が作業受委託の展開ではなく農地貸借の拡大と大規模農家の比率を

向上させる傾向がみられた．これは，区画整理が離農を促し，貸借を通して担い手となる農家

に農地が集積しつつあることを示唆していると考えられる． 
 以上のように，区画整理は農地利用と流動化にある程度寄与していると考えられる．ただし，

このことは無制限の区画整理の実施を正当化するものではなく，厳密な費用対効果の吟味によ

って事業実施が決定されるべきであることは言うまでもない．特に，条件不利地域では効果が

相対的に小さいことには留意が必要であろう．また，農地利用や流動化の促進を政策目標とす

るならば，区画整理以外の政策手段と比較したなかで，もっとも効果的なものを選択すべきで

あり，常に区画整理が望ましいとは限らないことも付け加えておく． 
 最後に，本稿の結果に対する留意点および今後の課題を挙げておきたい．第 1 は，分析の対

象を 1990 年時点で区画整理地率が 0 であった集落に限定していることによる，効果の大きさの

解釈である．本稿の分析結果は区画整理がまったく行われていなかった集落に初めて事業を実

施したときの効果であり，潜在的には事業効果の上限値に近いと考えられる．しかし一方で，

分析対象としたサンプルは，1990 年時点で一部でも区画整理が実施されていた集落に比べても

条件が不利な集落に偏っており，平均的な条件の集落における事業効果よりは過少に評価され

ていると考えられる． 
 第 2 の留意点は，区画整理の効果が得られるまでにかかる時間と効果の持続性の問題である．

区画整理の実施後，農地利用や流動化への効果が発揮されるまでに一定の期間が必要ならば，

本稿で対象とした期間中では効果が十分に観察できない可能性がある． 
 第 3 は，農地流動化にかかる農地貸借と作業受委託の関係である．本稿では，係数の大きさ

や有意性でみる限り，区画整理が農地貸借よりは作業受委託の拡大には寄与している傾向がみ

られる．これは近藤（1998）や國光（2008： 第 5 章）の指摘とも共通するが，区画整理が営農

条件を改善するために，逆に自作化を促進するのかもしれない．そうした自作傾向のなかで，

生産コストを下げるために機械作業の受委託が拡大しているとすれば，農地貸借が停滞するな

かで作業受託地率が上昇していることを説明できる． 
 第 4 に，本稿は国内有数の稲作地帯でありながら基盤整備が遅れていた新潟県を対象として

おり，ここでの知見がどこまで一般化できるかは明らかではない．他の都道府県についても同

様の分析を行い，比較をすることが今後の課題である． 
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表 1．変数の定義と記述統計 

変数 定義 備考 平均 標準偏差 平均 標準偏差

区画整理地率 区画整理面積／耕地面積 田，属地統計 0.654 0.423 0.766 0.368

区画整理ダミー
1990～2000年の間に区画整理面積が増
え，かつ区画整理地率が25%ポイント以上
増加したら1，そうでなければ0

田，属地統計 0.171

耕作放棄地率
耕作放棄地面積／（所有耕地面積＋耕作
放棄面積）

全耕地 0.044 0.082 0.056 0.085

借入耕地率 借入耕地面積／経営耕地面積 田 0.117 0.104 0.187 0.143
貸付耕地率 貸付耕地面積／所有耕地面積 田 0.039 0.068 0.046 0.079

作付率
（経営耕地-不作付地面積）／経営耕地面
積

田 0.969 0.055 0.901 0.090

作業受託地率：全作業
水稲作作業（全作業）を請け負った面積／
経営耕地面積

田 0.012 0.066 0.014 0.116

作業受託地率：耕起・代かき
水稲作作業（耕起・代かき）を請け負った面
積／経営耕地面積

田 0.036 0.099 0.043 0.147

作業受託地率：田植え
水稲作作業（田植え）を請け負った面積／
経営耕地面積

田 0.031 0.086 0.045 0.124

作業受託地率：稲刈り・脱穀
水稲作作業（稲刈り・脱穀）を請け負った面
積／経営耕地面積

田 0.049 0.110 0.064 0.168

経営規模2ha以上農家率
経営規模2ha以上の農家戸数／総農家戸
数

0.211 0.244 0.242 0.259

緩傾斜地
田の団地の斜度が1/100～1/20ならば1，そ

うでなければ0
田 0.287

急傾斜地
田の団地の斜度が1/20以上ならば1，そう

でなければ0
田 0.184

平地農業地域
農業地域類型が平地農業地域ならば1，そ
うでなければ0

0.140

中間農業地域
農業地域類型が中間農業地域ならば1，そ
うでなければ0

0.385

山間農業地域
農業地域類型が山間農業地域ならば1，そ
うでなければ0

0.105

DID旧市区町村まで３０分～１時間
DID旧市区町村まで所要時間が３０分～１

時間ならば1，そうでなければ0
0.178

DID旧市区町村まで１時間～１時間半
DID旧市区町村まで所要時間が１時間～1

時間半ならば1，そうでなければ0
0.047

DID旧市区町村まで１時間半以上
DID旧市区町村まで所要時間が１時間半以

上ならば1，そうでなければ0
0.003

都市計画区域市街化区域 0.021
都市計画区域市街化調整区域 0.231
都市計画区域線引きなし 0.336
農業振興地域 0.075
農業振興地域農用地区域 0.891
兼業農家率 兼業農家戸数／総農家戸数 0.922 0.114 0.891 0.140
農業就業人口65歳以上比率 65歳以上の農業就業人口／農業就業人口 男女計 0.364 0.165 0.577 0.178
農家戸数 総農家戸数 23.686 18.892 18.869 15.682
註：

1）経営耕地には，作業単位で他人に委託している耕地を含む．ただし，全作業委託している場合，貸付地となっているかどうかは不明である．

2）作付率は，稲以外の作付も含む．

3）属地統計以外は販売農家を対象にした属人統計の集落集計値に基づく．

1990 2000
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表 2．区画整理地率と農地利用および流動化 

耕作放棄地
率

作付率 借入耕地率 貸付耕地率 全作業 耕起・代かき 田植え 稲刈り・脱穀

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)

A. プーリング推計

区画整理地率 -0.034 -0.001 0.011 0.009 0.008 0.035 0.029 0.044 0.066
(0.003)*** (0.002) (0.009) (0.002)*** (0.002)*** (0.003)*** (0.003)*** (0.005)*** (0.005)***

緩傾斜地 0.011 -0.009 -0.010 0.000 0.009 0.029 0.023 0.036 -0.132
(0.002)*** (0.002)*** (0.009) (0.002) (0.004)** (0.004)*** (0.004)*** (0.004)*** (0.005)***

急傾斜地 0.054 0.000 -0.033 -0.005 0.002 0.012 -0.004 0.009 -0.127
(0.003)*** (0.003) (0.011)*** (0.002)** (0.003) (0.004)*** (0.004) (0.007) (0.006)***

都市的地域 0.002 0.001 -0.015 -0.001 -0.006 -0.005 -0.011 -0.011 -0.068
(0.002) (0.002) (0.011) (0.002) (0.003)** (0.004) (0.003)*** (0.004)** (0.009)***

中間農業地域 0.023 -0.003 0.006 0.002 -0.003 -0.002 0.000 -0.002 -0.147
(0.002)*** (0.002) (0.009) (0.002) (0.003) (0.004) (0.004) (0.004) (0.005)***

山間農業地域 0.033 -0.001 0.013 0.001 -0.001 0.006 0.006 0.010 -0.182
(0.004)*** (0.003) (0.013) (0.002) (0.004) (0.006) (0.006) (0.006) (0.006)***

DID旧市区町村まで３０分～１時間 0.003 0.019 -0.000 -0.007 -0.001 -0.007 -0.006 -0.009 0.011
(0.003) (0.002)*** (0.008) (0.002)*** (0.002) (0.003)** (0.003)** (0.004)** (0.005)**

DID旧市区町村まで１時間～１時間半0.006 0.023 -0.014 -0.009 -0.001 0.017 -0.000 0.011 -0.018
(0.006) (0.003)*** (0.015) (0.003)*** (0.003) (0.009)* (0.006) (0.008) (0.008)**

DID旧市区町村まで１時間半以上 0.070 0.042 0.036 -0.013 0.020 0.013 0.023 0.026 -0.029
(0.037)* (0.009)*** (0.054) (0.019) (0.017) (0.026) (0.023) (0.027) (0.024)

都市計画区域市街化区域 -0.031 -0.020 -0.042 -0.002 0.001 -0.054 -0.024 -0.067 0.017
(0.007)*** (0.009)** (0.025)* (0.009) (0.004) (0.028)* (0.008)*** (0.030)** (0.022)

都市計画区域市街化調整区域 -0.007 -0.002 -0.027 -0.010 0.001 -0.025 -0.019 -0.024 0.031
(0.002)*** (0.002) (0.009)*** (0.002)*** (0.003) (0.004)*** (0.003)*** (0.004)*** (0.007)***

都市計画区域線引きなし -0.013 0.003 -0.041 -0.009 0.004 -0.018 -0.010 -0.013 0.026
(0.002)*** (0.002) (0.007)*** (0.002)*** (0.002) (0.003)*** (0.003)*** (0.004)*** (0.005)***

農業振興地域 -0.003 0.008 0.051 -0.010 -0.006 -0.010 0.014 -0.020 0.045
(0.009) (0.007) (0.024)** (0.007) (0.004) (0.031) (0.009) (0.032) (0.016)***

農業振興地域農用地区域 -0.019 -0.002 0.073 -0.013 -0.002 -0.032 -0.005 -0.036 0.091
(0.008)** (0.006) (0.019)*** (0.006)** (0.004) (0.030) (0.007) (0.032) (0.015)***

兼業農家率 -0.031 -0.039 -0.127 -0.036 -0.008 0.027 0.035 0.045 -0.070
(0.010)*** (0.008)*** (0.044)*** (0.007)*** (0.012) (0.011)** (0.008)*** (0.009)*** (0.019)***

農業就業人口65歳以上比率 0.020 -0.022 -0.185 0.013 -0.010 0.008 0.001 -0.002 -0.328
(0.006)*** (0.006)*** (0.022)*** (0.005)** (0.007) (0.008) (0.006) (0.008) (0.014)***

農家戸数 -0.000 -0.000 -0.001 -0.000 -0.000 0.000 0.000 0.000 -0.000
(0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.000)** (0.000) (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*** (0.000)*

2000年ダミー 0.011 -0.065 0.154 0.000 0.002 0.005 0.013 0.014 0.089
(0.002)*** (0.002)*** (0.008)*** (0.002) (0.003) (0.003)* (0.003)*** (0.004)*** (0.005)***

定数項 0.088 1.018 0.308 0.082 0.020 0.012 -0.019 0.005 0.402
(0.012)*** (0.010)*** (0.048)*** (0.009)*** (0.014) (0.030) (0.011)* (0.031) (0.025)***

観察数 9384 9383 9382 9382 9383 9383 9383 9383 9385
決定係数 0.30 0.21 0.08 0.02 0.00 0.03 0.04 0.04 0.43

B. 差分推計 (区画整理地率の係数）

フルサンプル，初期値なし 0.002 0.000 -0.004 0.000 0.010 0.021 0.012 0.007 -0.004
(0.003) (0.005) (0.005) (0.003) (0.010) (0.008)*** (0.006)** (0.007) (0.005)

フルサンプル，初期値あり -0.008 -0.009 0.014 0.005 0.010 0.017 0.012 0.006 0.011
(0.005) (0.005)* (0.006)** (0.004) (0.009) (0.008)** (0.006)* (0.007) (0.005)**

未整理サンプル，初期値なし -0.014 -0.011 0.015 0.011 0.019 0.027 0.015 0.011 0.009
(0.007)** (0.007) (0.008)* (0.005)** (0.015) (0.010)*** (0.008)* (0.010) (0.007)

註：

1）*，**，***はそれぞれ10%，5%，1%水準で統計的に有意であることを示す．（）内は頑健標準誤差．

2)ダミー変数の基準グループは，傾斜が「平坦地」，農業地域が「平地農業地域」，DID旧市町村までの所要時間は「30分未満」，

    都市計画区域は「都市計画区域外」，農業振興地域は「農業振興地域外」．

3）パネルBは区画整理地率に加えて，時間を通じて変化する集落属性変数（兼業農家率，農業就業人口65歳以上比率，農家戸数）の差分も説明変数として加えてある．

    「初期値あり」は区画整理地率の1990年値を説明変数として加えてあることを示す．

    「未整理サンプル」は1990年時点で区画整理地率が0であった集落のみを対象としている．

作業受託地率
経営規模2ha
以上農家率
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表 3．区画整理事業の効果：「差の差」の推定 

耕作放棄地
率

作付率 借入耕地率 貸付耕地率 全作業 耕起・代かき 田植え 稲刈り・脱穀

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)
A. DID (OLS, raw difference)

区画整理ダミー（差の差） -0.012 -0.010 0.007 0.010 0.014 0.024 0.011 0.008 0.007
(0.007)* (0.006) (0.007) (0.004)** (0.012) (0.009)*** (0.007)* (0.008) (0.006)

定数項 0.025 -0.060 0.057 -0.002 -0.000 0.003 0.012 0.012 0.017
(0.005)*** (0.004)*** (0.005)*** (0.002) (0.002) (0.003) (0.003)*** (0.005)** (0.003)***

time-variantな変数をコントロール No No No No No No No No No
1073 1072 1072 1071 1072 1072 1072 1072 1073

修正済み決定係数 0.00 0.00 0.00 0.01 0.00 0.01 0.00 0.00 0.00

B. DID （OLS, time-variantな変数をコントロール）

区画整理ダミー（差の差） -0.012 -0.008 0.011 0.010 0.014 0.023 0.011 0.008 0.008
(0.006)* (0.006) (0.007) (0.004)** (0.012) (0.009)*** (0.007)* (0.008) (0.006)

定数項 0.018 -0.067 0.050 -0.004 0.002 0.001 0.014 0.006 0.012
(0.007)** (0.006)*** (0.009)*** (0.004) (0.004) (0.006) (0.005)*** (0.007) (0.006)*

time-variantな変数をコントロール Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
観察数 1064 1063 1063 1063 1063 1063 1063 1063 1064
修正済み決定係数 0.01 0.02 0.02 0.02 0.00 0.01 0.01 0.00 0.01

C. DID マッチング推定値（区画整理ダミーのATT）

Nearest neighbor -0.024 -0.003 0.009 0.005 0.012 0.025 0.015 0.012 -0.003
(0.008)*** (0.008) (0.008) (0.004) (0.010) (0.007)*** (0.006)** (0.007)* (0.008)

Nearest neighbor (bias-corrected) -0.013 -0.009 0.003 0.013 0.011 0.031 0.014 0.017 -0.016
(0.008)* (0.008) (0.008) (0.004)*** (0.010) (0.007)*** (0.006)** (0.007)** (0.008)**

Kernel -0.017 -0.007 0.006 0.011 0.002 0.024 0.012 0.011 0.005
(0.005)*** (0.006) (0.009) (0.004)*** (0.007) (0.010)** (0.007) (0.010) (0.006)

Local linear -0.010 -0.013 0.003 0.017 0.000 0.030 0.021 0.017 -0.002
(0.008) (0.006)** (0.009) (0.005)*** (0.011) (0.008)*** (0.011)* (0.011) (0.010)

註：

1）*，**，***はそれぞれ10%，5%，1%水準で統計的に有意であることを示す．（）内は頑健標準誤差．

2）パネルBで加えたtime-variantな説明変数は，兼業農家率，農業就業人口65歳以上比率，農家戸数の差分である．

3）マッチング推計はすべてcommon supportのサンプルのみを対象としている．

    Nearest neighbor matchingは，各処置集落に対して，4集落を対照群からマッチした．標準誤差はAbadie and Imbens (2002)のvariance estimatorである．

    Kernelおよびlocal linear matchingの標準誤差は50回反復のbootstrap法で求めた．

作業受託地率
経営規模2ha
以上農家率
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表 4．1990 年時点における処置群と対照群の比較 

処置群 対照群 差 p値

(N=496) (N=598)

農地利用および流動化の指標

耕作放棄地率 0.048 0.109 -0.061 0.000 ***
作付率 0.969 0.976 -0.007 0.012 ***
借入耕地率 0.119 0.112 0.007 0.298
貸付耕地率 0.038 0.033 0.005 0.124
作業受託地率：全作業 0.008 0.006 0.002 0.203
作業受託地率：耕起・代かき 0.025 0.017 0.008 0.087 *
作業受託地率：田植え 0.020 0.010 0.011 0.000 ***
作業受託地率：稲刈り・脱穀 0.035 0.021 0.014 0.010 **
経営規模2ha以上農家率 0.190 0.056 0.134 0.000 ***

集落属性

緩傾斜地 0.270 0.278 -0.008 0.761
急傾斜地 0.224 0.574 -0.350 0.000 ***
都市的地域 0.147 0.067 0.080 0.000 ***
中間農業地域 0.421 0.661 -0.239 0.000 ***
山間農業地域 0.099 0.182 -0.083 0.000 ***
DID旧市区町村まで３０分～１時間 0.202 0.380 -0.178 0.000 ***
DID旧市区町村まで１時間～１時間半 0.046 0.107 -0.061 0.000 ***
DID旧市区町村まで１時間半以上 0.002 0.003 -0.001 0.676
都市計画区域市街化区域 0.020 0.005 0.015 0.021 **
都市計画区域市街化調整区域 0.228 0.085 0.143 0.000 ***
都市計画区域線引きなし 0.286 0.259 0.027 0.316
農業振興地域 0.145 0.162 -0.017 0.438
農業振興地域農用地区域 0.819 0.786 0.033 0.179
兼業農家率 0.924 0.896 0.028 0.000 ***
農業就業人口65歳以上比率 0.371 0.391 -0.020 0.048 **
農家戸数 22.442 17.333 5.109 0.000 ***  

 
 

表 5．条件別にみた区画整理実施集落数 

平坦地 緩傾斜地 急傾斜地 計 都市 平地 中間 山間 計

対照群 87 164 338 589 40 54 395 109 598

処置群 251 134 111 496 73 165 209 49 496
計 338 298 449 1,085 113 219 604 158 1,094
処置率 0.743 0.450 0.247 0.457 0.646 0.753 0.346 0.310 0.453
註：「処置」は1990～2000年の間に区画整理が実施されたことを表す．

「処置率」は各属性の全集落数に占める処置集落の割合．

傾斜 農業域類型
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表 6．区画整理事業の実施選定（probit モデルの推定による限界効果） 
(1) (2)

緩傾斜地 -0.204 -0.175
(0.044)*** (0.047)***

急傾斜地 -0.396 -0.325
(0.043)*** (0.048)***

都市的地域 0.006 0.111
(0.072) (0.078)

中間農業地域 -0.186 -0.075
(0.051)*** (0.057)

山間農業地域 -0.189 -0.053
(0.059)*** (0.071)

DID旧市区町村まで３０分～１時間 -0.102 -0.110
(0.040)** (0.042)***

DID旧市区町村まで１時間～１時間半 -0.160 -0.166
(0.061)*** (0.062)***

DID旧市区町村まで１時間半以上 -0.060 0.032
(0.285) (0.314)

都市計画区域市街化区域 0.428 0.363
(0.119)*** (0.154)**

都市計画区域市街化調整区域 -0.078 -0.122
(0.060) (0.062)*

都市計画区域線引きなし -0.052 -0.049
(0.043) (0.044)

農業振興地域 0.357 0.365
(0.093)*** (0.092)***

農業振興地域農用地区域 0.375 0.356
(0.078)*** (0.084)***

兼業農家率 0.200 0.172
(0.141) (0.147)

農業就業人口65歳以上比率 -0.114 -0.009
(0.101) (0.106)

農家戸数 0.003 0.002
(0.001)** (0.001)*

耕作放棄地率 -0.484
(0.186)***

作付率 -0.623
(0.362)*

借入耕地率 0.181
(0.167)

貸付耕地率 0.701
(0.329)**

作業受託地率（全作業） -0.332
(0.569)

作業受託地率（耕起・代かき） 0.756
(0.381)**

作業受託地率（田植え） 0.249
(0.455)

作業受託地率（稲刈り・脱穀） -0.044
(0.234)

経営規模2ha以上農家率 0.663
(0.138)***

観察数 1077 1076
尤度比カイ2乗 LR Chi2(16)=263.21 LR Chi2(25)=318.74
Prob > chi2 0.000 0.000
疑似決定係数  0.1771  0.2146
対数尤度 -611.55557 -583.1756
註：

1）*，**，***はそれぞれ10%，5%，1%水準で統計的に有意であることを示す．（）内は標準誤差．

係数は，各説明変数の平均で評価した限界効果．  
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表 7．マッチング後のバランシング・テスト 

被説明変数（1990年値） 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差

耕作放棄地率 -0.018 (0.004)*** 0.000 (0.004) -0.035 (0.003)*** -0.013 (0.004)***
作付率 -0.009 (0.002)*** 0.000 (0.002) -0.003 (0.002) 0.002 (0.003)
借入耕地率 0.016 (0.006)*** -0.000 (0.006) 0.001 (0.003) -0.011 (0.010)
貸付耕地率 0.011 (0.002)*** -0.000 (0.002) 0.002 (0.002) 0.001 (0.003)
作業受託地率：全作業 0.004 (0.001)*** -0.000 (0.001) 0.002 (0.001) 0.003 (0.001)*
作業受託地率：耕起・代かき 0.010 (0.002)*** -0.000 (0.002) 0.005 (0.002)** -0.001 (0.004)
作業受託地率：田植え 0.010 (0.002)*** -0.000 (0.002) 0.006 (0.002)*** 0.001 (0.004)
作業受託地率：稲刈り・脱穀 0.018 (0.003)*** -0.000 (0.003) 0.010 (0.003)*** 0.007 (0.005)
経営規模2ha以上農家率 0.095 (0.010)*** 0.000 (0.010) 0.092 (0.024)*** -0.009 (0.017)
緩傾斜地 -0.049 (0.025)** 0.000 (0.025) -0.052 (0.029)* 0.027 (0.033)
急傾斜地 -0.113 (0.021)*** 0.000 (0.021) -0.193 (0.011)*** -0.020 (0.016)
都市的地域 0.011 (0.005)** 0.000 (0.005) 0.060 (0.013)*** 0.028 (0.024)
中間農業地域 -0.104 (0.022)*** -0.000 (0.022) -0.184 (0.029)*** 0.007 (0.033)
山間農業地域 0.011 (0.005)** 0.000 (0.005) -0.045 (0.010)*** -0.003 (0.017)
DID旧市区町村まで３０分～１時間 -0.029 (0.010)*** 0.000 (0.010) -0.109 (0.014)*** 0.017 (0.023)
DID旧市区町村まで１時間～１時間半 -0.002 (0.001) 0.000 (0.001) -0.033 (0.006)*** -0.019 (0.015)
DID旧市区町村まで１時間半以上 0.001 (0.001) 0.000 (0.001) -0.001 (0.001) 0.001 (0.003)
都市計画区域市街化区域 0.015 (0.002)*** -0.000 (0.002) 0.014 (0.008)* -0.011 (0.009)
都市計画区域市街化調整区域 0.002 (0.007) 0.000 (0.007) 0.109 (0.020)*** -0.012 (0.032)
都市計画区域線引きなし -0.001 (0.012) 0.000 (0.012) 0.006 (0.017) 0.039 (0.029)
農業振興地域 0.017 (0.009)* -0.000 (0.009) 0.004 (0.013) 0.003 (0.025)
農業振興地域農用地区域 -0.016 (0.008)** -0.000 (0.008) -0.006 (0.016) 0.007 (0.026)
兼業農家率 0.009 (0.007) 0.000 (0.007) 0.020 (0.005)*** 0.027 (0.012)**
農業就業人口65歳以上比率 -0.011 (0.009) 0.000 (0.009) -0.018 (0.008)** -0.011 (0.011)
農家戸数 0.967 (1.121) 0.000 (1.121) 3.601 (0.717)*** 1.050 (1.209)
注：

1）*，**，***はそれぞれ10%，5%，1%水準で統計的に有意であることを示す．

2）被説明変数はすべて1990年の値である．

3）マッチング推計はすべてcommon supportのサンプルのみを対象としている．

    Nearest neighbor matchingは，各処置集落に対して，4集落を対照群からマッチした．標準誤差はAbadie and Imbens (2002)のvariance estimatorである．

    Kernelおよびlocal linear matchingの標準誤差は50回反復のbootstrap法で求めた．

Nearest neighbor
マッチング手法

Nearest neighbor Kernel Local linear
(bias-corrected) (bandwidth=0.6) (bandwidth=0.6)
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表 8．傾斜および農業地域類型別の区画整理の効果 

耕作放棄
地率

作付率
借入耕地

率
貸付耕地

率
全作業

耕起・代か
き

田植え
稲刈り・脱

穀
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9)

A. 傾斜地別の効果

区画整理ダミー（平坦地） -0.007 -0.001 0.022 0.012 0.026 0.041 0.034 0.046 -0.011
(0.010) (0.011) (0.012)* (0.007)* (0.023) (0.014)*** (0.010)*** (0.023)** (0.012)

区画整理ダミー*緩傾斜地 0.007 -0.001 0.001 -0.010 -0.012 -0.032 -0.027 -0.044 0.033
(0.016) (0.016) (0.019) (0.011) (0.025) (0.018)* (0.016)* (0.025)* (0.018)*

区画整理ダミー*急傾斜地 -0.016 -0.002 -0.026 -0.008 -0.030 -0.018 -0.042 -0.039 0.022
(0.018) (0.017) (0.018) (0.010) (0.024) (0.023) (0.013)*** (0.025) (0.015)

time-variantな変数をコントロール Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
観察数 1056 1055 1055 1055 1055 1055 1055 1055 1056
修正済み決定係数 0.01 0.02 0.02 0.02 0.00 0.01 0.01 0.01 0.02

B. 地域類型別の効果

区画整理ダミー（平地農業地域） -0.013 -0.013 -0.016 0.004 0.046 0.064 0.043 0.036 -0.002
(0.013) (0.013) (0.014) (0.010) (0.035) (0.024)*** (0.019)** (0.021)* (0.015)

区画整理ダミー*都市的地域 0.005 0.043 0.022 -0.008 -0.062 -0.094 -0.080 -0.085 -0.012
(0.019) (0.020)** (0.038) (0.017) (0.037)* (0.030)*** (0.036)** (0.038)** (0.028)

区画整理ダミー*中間農業地域 -0.000 0.009 0.012 0.005 -0.043 -0.050 -0.041 -0.039 0.007
(0.016) (0.016) (0.018) (0.011) (0.036) (0.027)* (0.020)** (0.023)* (0.016)

区画整理ダミー*山間農業地域 0.006 -0.031 0.080 0.001 -0.044 -0.073 -0.057 -0.013 0.028
(0.028) (0.025) (0.025)*** (0.014) (0.035) (0.029)** (0.021)*** (0.031) (0.017)

time-variantな変数をコントロール Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
観察数 1064 1063 1063 1063 1063 1063 1063 1063 1064
修正済み決定係数 0.01 0.03 0.03 0.03 0.01 0.03 0.03 0.02 0.02
註：

1）*，**，***はそれぞれ10%，5%，1%水準で統計的に有意であることを示す．（）内は頑健標準誤差．

作業受託地率 経営規模
2ha以上農

家率
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図 1．対照群と処置群の成果指標の比較 
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